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山形労働局 CL30１０１６ 

人材確保等支援助成金（介護福祉機器助成コース/機器導入助成） 
支給申請チェックリスト 

 

チェック項目を確認のうえ、期限内に管轄のハローワークまで提出してください。郵送の場合には、郵送事故防止のため、

簡易書留等、必ず配達記録の残る方法により、申請期限まで到達するよう提出してください。（★印は必要な場合のみ提出） 

 

申請事業所名 
（適用事業所番号） 

（            ） 

 

提出書類 チェック項目 

□ 人材確保等支援助成金(介護福祉機器助成
コース/機器導入助成)支給申請書（様式第ｂ

－５号） 
 
※雇用保険適用事業所ごとに記載し、適用事業所の所在地

を管轄する安定所へ提出 

□ 申請期間内に提出されている。 
（計画期間の末日の翌日から２ヶ月以内） 
 

□ 記入漏れがない 
 

□ 法人印・代表者（代理人又は提出代行者・
事務代理人）印が押印されている 
 

□ 計画期間は、導入・運用計画書に記入さ
れた期間と同じである 

 
□ 法人全体ではなく、申請に係る適用事業

所について記入されている 
 
□ 「様式第 b-５号別紙」の②イ・③ロ・④

ハ・合計額と一致する 

□ 人材確保等支援助成金（介護福祉機器助成
コース）導入・運用計画対象経費内訳書 

（様式第ｂ－５号別紙） 
 
※事業所単位で記載 

□ 第②欄（３）の購入単価は１０万円以上
（税込）である 

 
□ 工事費、導入機器の送料が含まれていな

い 
 
□ 機器の見積り価格及び購入価格は適正価

格である 
 
□ 第②欄（５）の支払額は、支給申請日ま

でに支払が完了した金額を計上している 
 
□ 資本的及び経済的関連性がある事業主間

の取引による機器の購入でない 
 
□ 合計額（②欄イ+③欄ロ+④欄ハ）が記入されて

いる 
 
□ 第③欄（２）の保守契約をしない場合は、

メンテナンス方法・内容について記入さ
れている 

 
□ 第④欄の研修内容、スケジュールは具体

的に記入されている 
 
□ 第④欄の研修内容は、機器の使用方法の

説明、留意点の指摘、デモンストレーシ
ョン等を含んでいる 
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□ 第⑤欄のアンケートが計画通りに実施さ
れている（実施日、対象者、人数など） 

 
□ アンケートの回収率が８０％以上である 
 
□ 計画期間内にアンケートによる導入効果

の把握が完了している 
 
□ 導入効果が見られる（改善率７0％以上） 

  

□ 人材確保等支援助成金（介護福祉機器助成
コース）導入・運用計画認定通知書（様式

ｂ－２号）（写） 
 

□ 人材確保等支援助成金（介護福祉機器助成
コース） 介護福祉機器販売・賃貸証明書
（様式第ｂ－６号） 

□ 機器の販売者の記入・押印がされている 

□ 支給対象部分の金額を記した売買契約書
（写）又は賃借契約書（写） 

・売買契約書については請求書及び領収書で
も可 

・付属品がある場合は、項目ごとに支給対象
部分と支給対象外に分けた内訳が明示さ
れているもの 

・分割払いや、賃貸借契約の場合は、支給申
請日までに支払った支給対象部分の金額
が確認できるもの 

□ 販売等企業の押印が入った請求書（写）及
び領収書（写） 

□ 保守契約書（写）★ 保守契約を締結した場合 

□ 納品書等（写） 
□ いつ、どこの事業所にどんな介福祉機器

を導入したか確認できる 

□ 総勘定元帳の現金科目（写）または預金通
帳（写） 

当該介護福祉機器の支払いに係る部分に限
る 

□ 振込明細書（写）★ 
 

口座振込の場合 
□ 支払額に振込手数が含まれていない 

□ 当該動産を確定するための資料（パンフレ
ットなど） 

 

□ 導入した事業所内で撮影した介護福祉機
器の写真 

□ １台ずつの全体像と製造番号が確認でき
る 

□ 導入した介護福祉機器の使用を徹底する
ための研修等の内容、実施日（実施期間）が
確認できる資料 

□ 実施年月日、研修の名称及び実施団体、
研修内容、参加人数が確認できる 

□ 導入効果を把握するため行ったアンケー
ト調査等の書類（写） 

□ 介護労働者が実際に記入したアンケート
全員分が添付されている 

□ 研修等の費用が確認できるもの★ 
（研修請求書、講師旅費領収書、受講料領収書） 

様式 b-５号別紙の④において費用が発生す
る場合 

□ 労働者名簿、組織図等 
□ 労働者数と一般被保険者数・介護労働者

数・アンケート対象者数に整合性がある 
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□ 支給要件確認申立書（共通要領 様式第１号） 
□ 共通要領上の要件（0301 支給対象事業主等、

０３０３不支給要件、030５併給調整など）を満
たしている 

□ 支払方法・受取人住所届 誤払い防止のため毎回提出が必要 

□ その他★【             】  

 
ハローワーク確認欄 

 

□ 事業所台帳ヘッダー  

□ 事業所別被保険者台帳  

□ 助成金支給要件照会結果表 
□ 基準期間内に離職区分１Ａ又は３Ａで離

職した者の割合が６％を超えていない 

□ 徴収データ照会  

 

□ 実際に機器が導入され、かつ、使用されているものである（0302 ロ、0503 を満たし

ている） 

※導入機器を転用、譲渡、改造等した場合や使用不可となっている場合、異なる事業所に導入された場合、介護

労働者以外の労働者が恒常的に使用するような場合は支給できません 

□ 計画時点で雇用管理者を選任していない場合、「雇用管理責任者」の選任及び周知方法が

確認できるものが提出された 

 


